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はじめに

　建築生産は、日本経済を支える産業分野の一つであ

り、この活動に携わる事業者数は優に100万を超えま

す。しかし、製造業のものづくりとは大きく異なります。基

本的に企画・設計・施工という建築プロジェクトの各段

階を異なる主体が担っており、1回限りのチームを結成

して建物づくりを進めていきます。しかも、施工段階の各

種作業は、工事中の建物で行われます。さらに21世紀

に入り、既存建物の利用やグローバリゼーションという新

しい課題が登場しましたが、その一方で、今日の建築技

術が近代以前に成立した建築生産社会によって支えら

れていることも確かな事実です。

─

　本書は、7つの視点から日本の建築生産を捉え、その

特質を93項目に分けて解説しています。本書を建築生

産の教材として使う場合、収録した全ての項目を取り上

げるよりも、講義内容に応じて必要な項目のみを取り上

げることが推奨されます。大学や高等専門学校などで行

われている建築生産の大まかな講義方針は3つの類型

に整理できます＊。しかし、講義項目に関する選択の余地

が大きいため、建築生産の講義内容は担当者によって

さまざまです。

─

　もちろん、建築生産の副読本として通読する価値も備

えています。図表を用いて全ての項目を簡潔に解説してい

るので、専門的な知識がなくても読み進められます。各項

002 – 003 Foreword はじめに

目が独立しているので、興味を覚えた箇所から読むことも

可能です。太字で示したキーワードと索引を手がかりに、

テーマを絞った拾い読みをするのも一つの手でしょう。

─
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さまざまなかたちで活用されることを期待しています。本
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た。また、この研究に着目して本書を企画したのは彰国
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建設業は裾野の広い産業

　日本の建設業は、全産業のおよそ

1割を占める規模を持ち、重要な経済

基盤の一つである。

　経済の規模を把握できる代表的な

指標の一つに国内総生産（GDP）が

ある［表1］。現在、日本のGDPは500

兆円を超え、米国、中国に次いで世界

第3位の大きさを誇る。産業別に見る

と、建設業の生産額はおよそ29兆円で

ある［図1］。土地や建物の売買・賃貸

などを担い建設業と関わりの強い不

動産業は60兆円に及ぶ。さらに、製

造業には工事に用いる建材や建築

部品をつくるメーカー、サービス業に

は建物を設計する建築士などが含ま

れている。

　このように建設工事には、製造業な

ど他の産業で生み出される建設資材

やサービスなどが用いられる。こうした

中間投入部分を含めた合計価格を産

出額（＝中間投入部分の生産額＋建設業の

生産額）という。近年の建設業の産出

額はおよそ64兆円（内閣府「国民経済計

算」）で、産出額の約半分を中間投入

部分が占めている。つまり、建設業は

他産業と深く関連した広がりのある産

業として成立している。

─

建設投資は日本経済のおよそ1割

　建設業の経済規模を示すもう一つ

の指標として、建設工事に対する投資

を示す建設投資額がある。

　建設投資額の推移を見ると、80兆

円を超えた1990年代前半を頂点に減

少し、2000年代後半では最盛期の6

割程度にまで減少した。対GDP比を

見ると、70年代前半は約2割であった

が、2000年代後半には1割を下回った
［図2］。このように建設への投資は近

年縮小傾向にある。

　近年の建築物リフォーム・リニューア

ル投資額はおよそ11兆円（国土交通省

「建設投資見通し」）で、建築の再生市

場は存在感を増している。既存建物

を上手に長く使い続けることが社会

的にも求められる状況の中で、今後

はリノベーションに対する投資が増え

再生市場が成長していくことが期待

されている。

建設業の規模 01
021020 – 日本経済と建築生産｜建築生産の経済規模Chapter 2

製造業 108兆円

建設業 29兆円

電気・ガス・水道業 14兆円

卸売・小売業 74兆円

運輸・郵便 27兆円

国内総生産
（名目値）

2015年

526兆円

内閣府「国民経済計算」

不動産業 60兆円
金融・保険業 24兆円

情報通信業 27兆円

その他サービス業 144兆円

農林水産業 6兆円

鉱業 0兆円

宿泊・飲食業 13兆円
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表1｜建設業の経済規模を示す指標

図2｜国内総生産と建設投資額の推移

図1｜国内総生産と産業別生産額

指標

国内総生産

産出額

建設投資

内容

一定期間に、一国内の生産活動によって新たに生み出された財・サービスの
付加価値額の合計

最終生産物の総取引額と中間生産物の総取引額の合計

有形固定資産のうち建物および土木構築物に対して投資をすること（建物およ
び構築物の生産高）で、一般的には建設工事によって新たに固定資本ストックに
付加される部分
＊建設工事（建物または土木構築物の新設・改良・建替え・復旧・維持修繕のための工事）
のうち、維持修繕工事は国民経済計算上、固定資本ストックの増分とはならないため投資と
はみなされていない（ただし、公共事業の維持修繕を除く）
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工場生産される建築部材の例

　工場の機械設備によって大量生産

される建築材料（建材）は、新建材や

建築部品と呼ばれる［図1］。新建材の

代表は石こうボードや合板である。建

材の工場生産が本格化した1960年

代初め頃には、こうした新建材が次々

に登場した。

　一方、建築部品は部位ごとに工場

生産されたものである。開口部のアル

ミサッシや外壁のALC版のような単一

材料の建築部品は工場での製作が

比較的容易であり、新建材と同時期

に現れた。しかし内装は複数の材料

が取り合っており、部品として工場生

産するには関連作業の整理が必要に

なる。さらに、設備が関係する水回り

では、複数の法規に対する整合性も

求められる。そのため、浴室ユニットの

ような大型部品の民間開発はなかな

か進まず、70年代前半の行政的な後

押しによって本格化していった。

　このように建築部材の工場生産は、

材料や製作方法の代替が容易な部

分から進んだが、90年代に入ると、伝

統的な大工技能によってつくられて

きた木造住宅の軸組部材も、プレカッ

ト工場での製作が急速に進むことに

なった。

─

新建材や建築部品がもたらす効果

　自然原料の建材に比べ、人工原料

の新建材は大判であることが多い。

そのため、新建材を用いると現場の

加工・組立作業が減少し、建築部品

を用いれば、加工作業はほとんど不

要になる。住宅不足の解消が社会的

課題であった70年代まで、こうした生

産性向上を期待して建築部材の工場

生産が推進されていった。

　もちろん、新建材などを用いても現

場労務費が減少するとは限らない。

しかし、第一期住宅建設五箇年計画
（66─70年）の見通しには［図2］、そうし

た効果が大々的に見込まれた。つま

り、新建材や建築部品を多用すると、

現場労務費は伝統的な木造住宅の

2／3から1／2になり、さらにプレハブ

住宅では1／3にまで減少するという

想定がなされたのである。

建築部材の工場生産 02
047046 – 建築生産の社会的分業｜建築工事の機械化・工業化、情報化Chapter 3

図2｜新建材や建築部品の普及に関する見通し

図1｜工場生産される建築部材の例

石こうボード（壁や天井下地） 1961

年頃から国内での利用が急増した
構造用合板（木造の床下地） 90年
代中頃から針葉樹を原料とした製品
が本格化

アルミサッシ 65年に住宅用引き違い
アルミサッシの規格品が登場

置床（集合住宅の床下地） 公団住宅
での採用を契機として90年代に普及

ALC版（鉄骨造の外壁など） 62年に
ヨーロッパから国内に技術導入された

浴室ユニット（住宅の浴室） 75年か
らBL部品の認定が開始された
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設計と施工を結びつける図書類

　プロジェクトの一連の流れの中で、

発注者の要求を具現化し（設計）、そ

れを実際の形にしていく（施工）ために

は、適切な情報伝達が必要となる。

　設計内容は設計者によって設計図

書としてまとめられる。さらに、その内

容を正しく工事するために施工者サイ

ドで施工図書が作成される。つまり、

前者が建物の完成状態を示している

とすれば、後者は建物づくりに必要

な情報を示しており、それぞれの工事

に必要な情報が建築プロジェクトの過

程で抽出・生成されていく。

─

監理業務と管理業務

　図書だけでなく情報確認・伝達の

ためには、それをコントロール・マネジメ

ントする主体が必要である。自らが設

計した内容が設計図書通りに工事さ

れているかの確認業務を、建築士法

では工事監理と呼ぶ。これに加え、設

計意図を施工者に正しく伝える業務

や施工計画を検討し助言する業務な

どを含む場合もある。一方、施工管理

は設計図書から施工に用いる図面を

作成し、工事を担う専門の職種を選定

し、適切な品質の施工が行われるよう

に統括管理する業務を指す［表1］。

─

設計図・施工図・総合図・BIM

　図1aの意匠図はマンション住戸の

形状や基本寸法や機器の形状、使

用材料などの情報を設計者が示した

ものであり、それを鉄筋コンクリートで

施工するために施工管理者が描いた

ものが同図bのコンクリート施工図で

ある。このように、立場によって表現す

べき内容も異なっている。

　設計図は意匠図、構造図、設備図

に分けて作成されるのが一般的であ

る。特に建築と設備の情報を一元化

し、施工段階での業種間の調整を図

ることを目的とした総合図（生産設計図、

プロット図）を作成することが多い［図2］。

現在では複雑・多様で規模の大きな

建物に対応するために、BIM（3次元

建物情報モデル）が活用されている。

監理業務と管理業務 03
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表1｜工事監理と施工管理の違い

施工管理

主体   施工会社の主任技術者（現場監督）

主な業務
・工程管理（工程計画や施工順序の検討、職人の手配）
・資材管理（使用材料の発注や管理）
・安全衛生管理（作業員、周辺住民への安全確保）
・コスト管理（材料費、人件費等の原価管理）

工事監理

主体   建築士法による建築士

主な業務
・設計図書通りに施工が進んでいるか確認する
・図面だけでは伝わらない内容の伝達
・工事現場との打ち合わせや指示
・建築主への報告

図2｜総合図の例

図1｜設計と施工を結びつける図書の例

この例は、意匠図と構
造図を示した平面図
上に、各種設備の系
統、機器の品番等を示
している。建築と設備
との干渉状況がわか
るようになっている

a）意匠図 b）コンクリート施工図
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仮設工事の種類

　建物の工事に必要となる一時的な

施設を設置し、竣工より前に解体・撤

去することを仮設工事という［図1］。仮

設は、仮囲いや門扉、工事事務所など

各種工事に共通して使用され、建物

の建設に際し間接的に必要となる共

通仮設と、足場や揚重機、構台、安全

設備など建物本体を建設するために

直接必要な直接仮設に分類される。

　仮設工事は、安全かつ経済的な工

事の運営に大きな影響を及ぼす。仮

囲いや足場、安全設備、揚重設備な

どの主要な仮設計画は、総合仮設計

画図にまとめて図示する。

─

共通仮設工事

　木造以外の2階建以上の建物で

は、工事に先立ち高さ1.8m以上の仮

囲いを設ける。また、現場事務所や作

業員休憩所、衛生施設、倉庫などの

仮設建物を設置する。機械や現場内

の照明などに電力を供給する仮設用

電気設備、養生や散水などに用いる

仮設用給排水設備も設置する。

直接仮設工事

　外部足場は躯体工事や外装工事

の作業床や通路として用いられ、物の

落下や人の墜落防止、粉じん等の飛

散防止などの役割も果たす［表1］。高

さが1.5mを超える場所で作業を行う

場合には、安全に移動するための階

段や登り桟橋などを設置する。また安

全確保のため作業床や手すり、防網、

防護棚（あさがお）、防災設備などを必

要に応じ設置する。

　作業員や資機材の移動・運搬に用

いる揚重機には、タワークレーンや移

動式クレーン、工事用エレベーターな

どがある。揚重する資機材の重量や

形状、敷地条件、作業環境を考慮し

て揚重機を選定する。

　工事用機械、車輌の作業場所を地

面上に確保できない場合は乗入れ構

台を設置する。また、クレーンなどで荷

揚げした材料を受けるために荷受け

構台を設置する。

仮設工事 10
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＊ 仮設部分を青色で示した図1｜仮設工事の例

仮設ゲート

親網

かご状鉄骨足場

タワークレーン

走行台車荷受け構台
（吊り構台）

乗入れ構台

架設式足場
大型型枠

システム仮設
（足場）

歪直しワイヤー

システム仮設
（支保工）

ノンサポート
足場システム

仮囲い

G.L.

現場事務所

表1｜足場の種類と仕様

作業床

幅

40cm
以上

種類

単管足場

枠組足場

吊り足場

壁つなぎ間隔

垂直方向

5m

9m

―

水平方向

5.5m

8m

―

床材の隙間

3cm以下

なし

安全措置

人の墜落防止

手すり＋中桟

（交差筋かい）＋下桟

手すり＋中桟

物の落下防止

幅木または
メッシュシート

＊ 中桟は高さ35─50cmの位置、下桟は高さ15─45cmの位置に設ける
＊ 床材と建地（支柱）との隙間は12cm未満とする
＊ 幅木高さは10cm以上とする。ただし交差筋かいでは、下桟と兼ねて15cm以上とする



リノベーションとは

　リノベーションには、「刷新する（革新・

更新）／元気を回復させる」という意味

があり、建物の修繕・更新を表す用語

として、広く建築業界一般で用いられ

ているものである。既存建物に手を加

えて、活気づける方法にはさまざまな

内容がある。例えば、建築物の性能

や機能を初期の水準以上に改善する

行為（改修）もリノベーションの一種であ

るし、また用途を変更し、建築物の活

性化を図ろうとする行為（用途変更）も、

新築プロジェクトに近い設計や工事が

必要になったりするが、リノベーション

の一つである。

─

リノベーションの特徴

　リノベーションという行為の特徴は、

新築という行為と比較するとわかりや

すい。第1に、リノベーションを企画す

る時点で、既に建物が存在し、かつそ

の所有者・利用者が存在するところが

新築と異なる［表1］。建物所有者と建物

利用者は、資産価値と利用価値のそ

れぞれの向上を、リノベーションという

行為に期待している。したがって、リノ

ベーションに取り組む際には、そうした

価値を高められるような補修や改修を

計画しなければならない。例えば、都

市の人口減少によって閉校となった中

学校を、アートを軸としたコミュニティ施

設として利活用し、資産価値、利用価

値の向上を目指した事例がある［図1］。

　2つ目として、リノベーション実行のた

めに、建物診断が必須になることであ

る。所有者や利用者の不満を解消す

るには、建築各部の性能等の現状把

握が不可欠であり、建築に関する技

術的知識が必要となる。

　そしてリノベーションの最大の特徴

として、明確な事業期間が求められる

ことが挙げられる。実際、建物をどの

程度延命していくのかによって、調達

すべき資金額は大きく異なり、設計や

施工の内容も変わってくる。そのため

リノベーションに取り組むチームには、

建築だけでなく、資金調達や不動産

流通などの専門家も主要なチームメン

バーとして加わることになる。

建築の再生と新築の違い 01
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段階

着想

建物診断

企画

資金計画

設計

施工

リノベーション

現在ある建築に対する何らかの不満あるいは
改善の必要性に基づく →目的がより明確

建築各部の性能などの現状把握、所有者・利
用者の持つ不満や希望の把握

事業主の目的を満足する事業内容や工事範
囲の明確化 →建築持続性の追求によるニー
ズの実現

既存建物を担保とした資金調達制度未成熟　
→資金計画自体が事業の成否を決定づける

診断結果の分析から、残す部分／変える部分
を判断する →改修方法に関する知識、およ
び施工内容・手順を考慮

部分的な解体工事や既存建物を利用しなが
らの工事などが発生するため、効率を高める
職種編成、プレファブ化が必要

表1｜各段階におけるリノベーションと新築の方針・考え方の違い

図1｜リノベーションの例（中学校をコミュニティ施設に転用）

新築

現存しない建築に対する
必要性に基づく

必要なし

新しい建物の規模・用途の決定

各種の融資制度など、新規建物を担保
とした事業資金の調達方法は多様

事業主の意図に基づき、建物配置や各
部の寸法など建築物全体の概要を計
画・決定する

施工方針に基づき、施工計画を立て、時
系列および工事種目別に管理する

1階には､本格的な展覧会を行うメインギャラリーとコミュニティスペース､ラウ
ンジの他、ショップ、カフェなどを設置しており、元の学校の空間をそのまま利
用した最小限の改修となっている。
2、3階は普通教室を転用した活動スペースが並び、国内外のさまざまなアー
ティストやクリエーターが展示するアトリエやギャラリー、オフィスとして利用して
いる。体育館は多目的スペースとして、また屋上グラウンドには体験菜園が設
置されている。隣接する練成公園と開かれたデッキ階段でオープンにつなぐ
ことで､地域住民や利用者に親しまれている。

3331 Art Chiyoda
改修設計：佐藤慎也＋メジロスタジオ、2010年

旧職員室部分を改造したエントランス　

隣接する練成公園と連続するデッキ　
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